日本企業における｢副｣役職の存在フレームワーク by 山下,洋史
171
日本企業 にお ける
「副」 役職 の存在 フ レーム ワー ク
AnExistenceFrameworkofManagerial`Sub'Position
inJapaneseFirms




2.「 副 」 役 職 の 存 在 と二 つ の 側 面
3.昇 進 か ら昇 格 へ の シ フ トとね じれ 現 象
4.ス ク リーニ ン グ仮 説 と人 的 資 本 投 資
5.日 本 の 半 水 平 的 組 織 構 造
6.ラ ン ク ヒエ ラル キ ー に よ る イ ンセ ンテ ィ ブ(RHI)拡 張 モ デ ル
7.ラ ン ク ヒエ ラル キ ー(RH)に 対 す る心 理 的余 剰 価 値
8.RHIの 側 面 か らみ た 「副 」 役 職 の 位 置 づ け
9.「 日本 企 業 にお け る副 役 職 の 存 在 フ レ ー ム ワ ー ク」 の 提 案
10.日 本 のRHIに お け る昇 進 の 優 位 性
11.お わ りに
1.は じ め に
日本企 業は,欧 米企業 に比較 して,個 人 や部 門の担 当業務 の境界 があいまいであ るといわれ る
[1]。 これ は,日 本企業 において組織 構造 に関す るエ ン トロ ピーが大 きいことを意 味 す る。 それ
では,な ぜ 日本企 業で はこのような高 エ ン トロ ピーの組織構造 を有 す るのであ ろうか?そ の一
つめ要因 と して,次 長,部 長代理,課 長代理,課 長補等,「 副」 役職の存在 を指 摘す るこ とがで
きる。
本研究 は,こ のような問題意 識に基づき,「 副」役職の位置づ け,役 割 を論 じる もので あ る。
これまで,「 副」 役職 に関 しては理論 的研究 が行 われてこなか った。 それは,組 織設 計 の合理性
の観 点か らは冗長 であ り,本 来 は排 除すべき存在 であるとい う認識が一般 的 であ ったか らではな
いか と思 われ る。 これに対 して,日 置 らは多 くの 日本 の組織 において 「副」役職 が存在 し,機 能
していることに注 目 し,「 日本企業 の副 の研究」[2]を 行 っている。お そら く,日 置 らの研 究が,
この テーマに関 して体系的 に行 われた唯一 の研究 であろう。 日置 らの研究 は,組 織 論 のみ な らず
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「経 営人類学」 の流れ を くんでいるところに特徴が あ り,「 弾 よけ」 とい う新 たな概念 を提 示 して
い る。
一方 で筆者[3]は ,自 己の専 門性よ りも高 いラ ンク(一 流大 学,一 流企業)を 志 向 す る,す
な わち 「何 を学 ぶか,何 の仕事 をするか」 よ りも 「どこの大学 に入 るか,ど この会 社に入 るか,
どのラ ンクの役職 に就 くか」 を優先す る とい う,日 本人 に多 く見 られる行動パ ター ンに注 目し,
ラ ンクヒエ ラルキー(以 下,「RH」 と表す ことにす る)に 対す る 「心 理 的余剰 価値 の 概念」 お
よび 「RHに よるイ ンセ ンテ ィブ(以 下,「RHI」 と表す ことにす る)拡 張 モデル」 を提 示 して
いる。 さ らに,こ のよ うな筆者 の先行 研究 に加え,ス ク リーニ ング仮説[2]と 人 的資本投資[3]
を理論 的基礎 に して,大 卒 ・院卒 の若 年労 働者 の転職 が増 加 してい る現状 を説 明 す るた めの
「RH志 向 の転職 モデル」[4]を 提案 してい る。 このモデルは,(拡 張 した概念 としての)RHIが,
自己の専 門性 よ りも,高 いラ ンクを志 向する方 向に 日本人 を導 くが,そ れによる高 学歴化 がRH
志 向の人 た ちの専門性を高め るため,自 己の高 い専 門性 と実際 の仕事 の内容 との間にギ ャ ップを
生 じさせ,そ れ が転職の動機づ けとなる ことを指摘 する ものである。
本研 究で は,上 記の一連の研究 をふ まえた上 で,
① 日本 におけるRH志 向の強 さが組織 設計の面 では冗長 であ るはずの 「副」役職を生み,
② 日本企業 における担当業務 の境界 のあいまい さが組織 の中で 「副」 役職 を機 能 させ ると同
時 に,
③ このよ うな 「副」役職 の存在 と機能が さらにRH志 向 の強 さと担 当業 務 の境界 のあ い ま
い さを増大 させ る
とい う 「日本企業 にお ける副役職 の存在 フレームワーク」 を新 たに提示 す る。 この フレーム ワー
ク に よ り,日 本企業 にお いて リス トラ クチ ャ リングや リエ ンジニア リ ング(BPR;Business
ProcessReengineering)による組織 のス リム化,フ ラ ッ ト化(水 平 的な組織 への変革)が 進 展
しつ つ ある状況下 にもか かわ らず,依 然 として多 くの企業 に 「副」役職 が多 く存在 してい る現実
の説 明を試 みる ことにす る。 また,こ の ような考察 を通 して,日 本 の多 くの労働者 に とって昇格
よ りも昇進 の方 が魅力 的であ るとい う 「日本のRHIに お ける昇進 の優位性」 を指 摘す る。 こ の
「昇進 の優位 性」 の視 点か ら,日 本 の労働者 にとって ポス ト不足を昇格 で代 替す るので は不十 分
であ り,副 役職 を設置す る ことによ りポス ト不足 自体の解 消を図 らざるを得ない とい う,日 本 に
おけ る副役職 の存在意義 を示 唆す る。
2.「 副」 役職 の存 在 と二 つの側 面
日本の多 くの組織では,部 長や課長などの組織単位の責任者 に加えて,そ の 「長」 に対する
「副」の職位を設定しているが,ア メリカの組織では 「副」の職位を設定することは 日本ほど多
くないといわれる[2]。 大学においても,副 学長制度が注目され,副 学長をお く日本の大学は国
立大学を中心に増加している。本研究では,こ のような 「副」の職位,例 えば企業における次長,
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部長代理,課 長代理,課 長 補等を,「 副 役職」 と呼ぶ ことにす る。
組織 において部 や課 に部長や課長 とい う責任者がお かれ るこ とは当然 であ るが,な ぜ 「副」役
職を必要 とす るのであろ うか?「 副」役職 は責 任や権 限をあい まい にす るだ けで,本 来 は必 要
ないとす る指摘 も多 いに もかかわ らず,実 際 にはこの役職が多 くの組織 に存在す るとい うことは,
その必要性を何 らかのかたちで認 め.てい るはずであ る。
この問題 に対 して 日置 ら[2]は,イ ギ リス=ア メ リカの 組織 伝統 に お け るviceとassistant
の二面か らのアプ ローチを試 みてい る。 これ によれば,viceの 副 は組 織 の トップの職 務 遂行 を
補 佐 し,支 援す る もので あるのに対 して,assistantは 職務遂行 に必要 な能力 が不 足 す る成員 の
ため に,補 助的におかれ るとい ったニュア ンスを持 ってい るとされ る。 その上 で,イ ギ リス=ア
メリカの組織伝統では,ト ップ個人 に対す る補助職位 が多 く設 定 されて いるのに対 して,日 本 の
組織 では組 織単位 ごとに副を設定 して,部 局 に対す る補助業務 が遂 行 されて いることを指摘 して
い る。 その意味か らいえ ば,イ ギ リス=ア メ リカの副 はviceで あ り,日 本 の それ はassistant
としての色合 いが強 い とい うことになる。
さ らに 日置 らは,こ のよ うなイギ リス=ア メ リカと 日本 との違 いを,ト ップダウンとボ トムア ッ
プの側面 か ら検討 してい る。 これに よれば,イ ギ リス=ア メ リカのよ うに副が トップに対 して手
厚 く設定 されている場合 には トップは強力な決定能力 を持つ ことにな り,日 本のよ うにそれぞれ
の部局 が副 を持 って決定 を行 ってい くな らばボ トムア ップ型の決定 がな されやすい とされ る。 そ
して,米 国企業 では トップダウ ン,日 本企 業ではボ トムア ップの決定が なされ ることが多 いとす
る一般的理解か ら も,上 記 の副 の設定 の仕方 は うなず けると して いる。
その一方で 日置 らは,イ ギ リスでは多 くの公 的な 「長」 の職 務 は名誉 職 で あ り,実 質 的 には
「副」 がその職務 を遂行 す るとい うことを指摘 している。 しか し,こ の場合 において も,副 は トッ
プ個 人 に対 してサー ビスを提供す ることに変 わ りはない としてい る。 しか しなが ら,実 質 的には
「副」が職務 を遂行す る とすれば,ト ップ個 人に対す る補助 とい うよ りも,そ れ ぞれ の部局 が副
を持 って決定を行 ってい くもの と して位置づ ける方 が 自然 であ るよ うに思われ る。 このよ うな位
置づ けは,日 本 の副役職 の位置づ けに近 い もの である。 もし,そ うであ るとすれ ば,イ ギ リスの
名誉職 としての公的な長 に対す る副 と日本 の副 との間 に,そ.れ らを支え る共通点があ るはずであ
る。本研究 では,こ の点 に注 目 し,名 誉,ラ ンク,イ ンセ ンテ ィブの側 面か ら副役職 の位置づ け
につ いて検討 してい くことにす る。
3.昇 進から昇格へのシフ トとね じれ現象
日本の組織では,昇 進の決定要因として年功基準が重視されるといわれる。そのため,ピ ラミッ
ド型のランク ・ヒエラルキーを維持するには,組 織が常に拡大 していく必要がある[5]。 戦後の
高度成長期 には現実に組織が拡大 し続けていたが,オ イルショック以降,組 織の拡大は停滞し新
規のポス トを期待することができなくなるばかりか,バ ブル経済崩壊後の リス トラクチャリング,
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リエ ンジニ ア リングの進 展 によ り,こ れまであった ポス トもいつ消滅するかわか らない状況 になっ
てきて いる。 これ とは反対 に,高 齢化 や高学歴化 によ り昇進 を期待 す る層 が拡大 してい るため,
昇進 の際 のポス ト不足 は深刻 な問題 とな っている。
これ にと もな い,日 本の組織で は当初,組 織 の単位 を細分化 した.り,課 長補 佐,次 長,部 長代
理 等の補助 的役 職(本 研究で いう 「副」役職)を 増 や して,昇 進 のためのポ ス トを確保 してきた。
しか し,そ の結 果 として指揮系統 や コミュニケー ションが複雑 にな り,責 任の所在が不明確 にな
るとい う弊害 を招 いて しまった。 そこで,こ のよ うなポス ト不足 に対 応す るた め に,「 昇進 か ら
昇 格へ の シフ ト」が進 め られ てきた。 すなわ ち,資 格 を上昇 させる ことで役職の上昇の替 わ りに
しようとす るの である。
昇進 では,そ の人数 を決め る ものは組織 が必要 とするポス ト数 であ るとす る 「組織の論理」 に
従 う必要 があ るのに対 して,昇 格 の場 合は,そ れを決めるのは従 業員 の業績 ・能力 ・努力 である
とす る 「人 間の論理」 に従 うべ きである[6]。 これは,昇 進 させ るため にポス トを増設 してはな
らな いが,従 業員 の努力 によるパ フ ォーマ ンスの向上 に対 して,昇 格 は必ず それ に報 いるべ きこ
とを意味 す る。 一部の 日本企業 では,昇 格 に定員 を設定 してい るが,こ れは本来的で ない。 なぜ
な ら,こ の場合 は昇進の際の ポス トと同様で,空 きがなければ昇格す ることがで きないことにな っ
て しま うか らで ある[5]。
このよ うに,昇 進 と昇格 は異 なる論 理(組 織の論 理 と人間の論理)に 支え られ てお り,最 近 の
ポス ト不足 の状 況下 では,RHIの 中心が昇格 に移行 しつつ ある。 それ に と もない,新 たな問題
が指摘 されて いる。 それ は,昇 格 は して も昇進は しない とい う 「ね じれ現象」 である。 しか し,
昇進 と昇格 が異 なる論理 に支 え られてい るということは,ね じれ現象が生 じるのは当然 であるた
め,本 来 は これ を問題視 すべ きではない。 も し,本 当に問題で あるので あれ ば,従 来 のよ うに昇
進一本 でRHIを 与えてい くべ きで あ り,昇 格 を併用 する こと自体,ね じれ現 象 を生 じさせ る こ
とが前 提 となるか らで ある。
それ にもか かわ らず,な ぜね じれ現 象が問題視 され るのであ ろうか?こ の疑 問の中に,日 本
の組織 にお ける 「副」役職 の存在 に関す る一つの大 きな要因が隠 されているよ うに思 われ る。 そ
れ は,た とえ 「副」 であ って も,高 いラ ンクを手 に入れた いという役職 あるいは ポス トへの こだ
わ りで ある。本 研究では,こ の ようなラ ンク志向の考え方 に基づ き,副 役職 の存在意 義 について
論 じて い くこ とにする。
4.ス ク リーニング仮説 と人的資本投資
企業は,労 働市場から人的資源を調達(採 用)す る際,な るべくコス トのかか らない方法で信
頼性の高い情報を得ようとする。そこで,採 用の際にコス トがかからずに比較的信頼性の高い情
報を学校教育か ら得ようとする。これは,一 般にいわれる 「学歴」に相当する。このように,学
校教育が本来の目的である 「人間の能力を高める」 ことに加えて社会における選別機能を持つ と
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いう仮説が 「スク リーニ ング仮説」である[7]。
スクリーニ ング仮説が表す重要な示唆は,学 校教育が社会における選別機能を持つことにより,
人間の能力を高めるという本来の目的にとって必要な水準以上に個人の教育投資がなされること
であ り,能 力の高い者がそのシグナルを企業に送るために教育費用を余分に負担 していることを
意味する[7]。 企業が,ス クリーニング仮説 にしたが った行動をとればこのような個人の教育投
資の傾向は強化される。そのことが,さ らに企業が学校教育か ら得 る情報の信頼性を高めること
になる。それにより,企 業がこの情報をさらに重視するようになるといった相可 に強化 し合うサ
イクルが形成される[3]。
日本では,一 般に学歴重視の傾向が強いといわれているため,ス クリーニング仮説が的を得て
いるように思われる。 さらに,採 用に関していえば,高 校卒,大 学卒という面での学歴のみなら
ず,場 合によるとそれ以上に,ど この大学かという面での学歴がスクリーニ ング機能を果 たして
いる[5]。 そこで,よ り社会的評価の高い,す なわち 「ランク」の上位の大学に入学 しようと思っ
て激 しい競争を行う。これが,日 本における受験競争である。 そのために,塾,予 備校,家 庭教
師に多額の教育費をかけ,結 果として教育費用を余分に負担 していると同時に,長 時間の 「学習」
を行 うことになる。また,何 を学ぶかよりも,ど この大学 に入るかが優先されることになる。同
様に,就 職の際には何の仕事をするかよりもどこの会社に入るかが優先され,就 職後 も何の仕事
をするかよりも高い 「ランク」の役職に就 くことが優先 される。
筆者 ら[9]は,ス クリーニング仮説の示唆する,企 業における学歴重視の採用管理を経営戦
略の一環 として捉え,「採用管理の準アウ トソーシング ・モデル」を提示している。そ して,こ
のモデルにより,学 歴重視の採用管理は,企 業が低コス ト(基 本的に企業が学校に支払 う金額は
ゼロ)で 人的資源に関する比較的信頼性の高い情報を得るという意味において合理的な行動であ
り,正 式な委託契約は存在 しないものの,経 営戦略的に考えて企業か ら学校への 「準アウ トソー
シング」 として位置づけられるものであることを指摘 している。
このような学校教育および職場訓練への個人と企業の投資について論 じた代表 的な理論に,
Becker[8]の 「人的資本投資」の理論がある。この理論の基本的な考え方 は,「 将来の生産性
は,教 育訓練の費用をかけてのみ向上するだろう」というところにある。そうでなければ,教 育
訓練に対 して無限の需要が起こるか らである。ただし,「学校とは訓練を生産することに特化 さ
れた一つの組織である」 という点において学校教育 もこの考え方に含まれることに注意を要する。
また,Becker[8]は,職 場訓練を 「一般訓練」と 「特殊訓練」に分類 し,完 全に一般的な訓
練は多 くの企業で等 しく有用であるため,限 界生産力を同 じだけ増加 させるとしている。 これに
対 して,完 全なる特殊訓練は,訓 練を行った企業において生産性を特に大き く増大させ,他 の企
業の生産性には何の影響 も与えない。学校教育は,ま さしく一般訓練に相当するものである。学
校教育 を含む一般訓練において,各 期の費用の総計として定義される総費用は,収 益の(人 的)
資本化された価値と等 しくなるとされる[7]。 これは,現 在か ら将来にわたっての人的資本投資
が,同 じく現在か ら将来にわたっての市場割引率を考慮 した収益の総額 と等 しいことを意味する。
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日本企業では,一 般に 「終身雇用」と呼ばれる長期雇用の傾向があるため,一 般訓練を企業が
負担することも多 く,特 殊訓練に至ってはその費用をほとん ど企業が負担 している。 したがって,
日本 において,労 働者 自身が教育訓練費用を負担する場合の多 くは学校教育である。すなわち,
人的資本の理論 における 「各期の費用の総計 として定義される総費用は,収 益の(人 的)資 本化
された価値 と等 しくなる」ということは,日 本の場合,学 校教育が中心 となる[3]。
ここで,「 学校教育に投資する費用に見合うだけの能力向上が達成されているのか?」,「 もし,
学校教育への個人の投資が将来の収入増加のための先行投資だとしても,そ れを確実に回収する
ことができるのか?」 を考えてみると,ど うもそれに見合 った能力向上,収 入増加が達成されて
いるとは限らないように思われる。 もちろん,達 成 されることもあるが,必 ず達成されるわけで
はないのが現実であろう。なぜなら,上 記のように塾,予 備校,家 庭教師等に過剰ともいえる費
用をかけているか らである。また,企 業内の同一年齢での賃金格差が小 さいか らである[5コ。
人的資本投資の理論では,将 来の収益は予測であるため保証の限りではないが,少 なくとも現
時点の期待という点においては両者が等しくなっている。 これに対して筆者[3]は,日 本の場
合,最 初か ら両者が等 しくなることを前提としていないのではないか,と いう問題意識のもと,
「RHに 対する心理的余剰価値」の概念を提示 している。これは,学 校教育への個人 の投資額 と
のバランスにおいて,高 いランクを得ること自体の心理的価値が,将 来の収益の総額 「+α 」
に相当するという考え方を意味する。すなわち,RHに 対する心理的価値の分だけ,現 在か ら将
来にわたっての収益の総額の期待 よりも多額の学校教育への個人投資を行うわけである。本研究
では,筆 者の従来の研究[3]に したがってこの 「+α 」に目を向けることにし,7節 において
これを論 じることにする。
5.日 本の半水平的組織構造
日本の組織 は,環 境 の変化 や トラブル に柔軟かつ迅速 に対応す るといわれ るが,こ れを支えて
い るの は実行部 門への権 限委 譲 による分権 的な業務 プロセ ス(水 平的 コーデ ィネー シ ョン[1])
であ ると考 え られ る[10]一[16]。 例 えば,緊 急を要する トラブルが生 じた場合,従 業員 の参 加
に よって セ ンタ ーの集権 的 コ ン トロールな しに柔軟 かつ迅速 に対応す ることが これ に相 当す る。
この こ とは,欧 米,特 にアメ リカの組織 における 「垂直的 ヒエラルキー ・コン トロール」 との対
比 において特徴 的であ る[5]。
しか し,一 般 に実行 部門へ の権 限委譲 は,そ の部 門に とっての 「局 所最 適」 に陥 りやす いとい
う問題点 が存在す る。 す なわ ち,そ の部門 にとっては都合 が良 くて も,そ れが必ず しも組織全体
の最適性 を保証す るものではない とい うことである。 それでは,日 本 の組織 において この局所最
適 を防止 して いる もの は何で あろ うか?
青木[1]に よれば,そ れは よ り高 い 「ラ ンク」へ の昇進 ・昇格 がイ ンセ ンテ ィブ とな って,
従業員 が長期的 に激 しく競争 す るとい'つたラ ンクヒエ ラルキ ーによるイ ンセ ンテ ィブ(RHI)制
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度で あるとされ る。 これに よ り,自 己の能力を高め るたあに長期 にわた って学習 を継 続 し,し か
も 「ジョブ ・ローテー シ ョン」 に迅 速に対応 す るように多 くの分野 について幅広 く学習を行 うこ
とになる。 また,よ り高い役職 に就 くためには経 営参加的 な観点 か らの問題解決 が必 要 となるた
め,そ の ための学 習 も積極 的に行い,そ れ らが局所最 適の追求 を防止 してい るのであ る。
これ らの結果 と して,専 門的学習 のみな らず 「幅広 い参加的学習」 を継続 してい くことにな る
[5]。 この ことは,欧 米の組織 で一般的 な 「専門 的学習」 との対比において特徴 的 で ある。 これ
に関 して,筆 者 らは従来 の研究[14],[17],[18]において,欧 米 の組織 で一般 的な 「専 門的学
習」 のみ な らず局所最適 を防止 する 「幅広 い参加 的学 習」 への注意 の配分[19]に 日本 の組織 の
特徴が あ り,こ の学習 の二面性 が組織活性化[20]一[24]に 対 して重要 な役割 を果 た している こ
とを指摘 して いる。上記 の局所最適 の防止,組 織活性 化は権限委譲による水平 的コーディネーショ
ンを可能 に して お り,そ れ らを支 えるRHIは 日本の組織 において とて も重要 であ る。
ここで注意 すべ きことは,RHIが 多 くの階層を持 った(垂 直 的な)形 式的内部組織構 造[1]
を必 要 とす ることである。す なわち,日 本 の組織 が水平 的 コーデ ィネ ー ションによ って環境 の変
化や トラブル に柔軟 かつ迅速 に対応 する ことの基礎 とな るRHIは,皮 肉な こ とに垂 直 的 な組織
構造 に支え られて いる とい った矛盾 を有 して いる[25]。 その結果 と して,水 平 的 組織構 造 と垂
直 的組織構造が 「同居」 しているのである。筆者[16]は,こ の同居を 「半水平的組織構造」 と
呼んでお り,日 本 の組織の一つ の特徴 と して位置づ けてい る。
6.ラ ンク ヒエ ラルキ ー によ るイ ンセ ンテ ィブ(RHI)拡 張 モデル
従来,RHIの 概念 は,企 業,公 共機 関等で働 く労働者を対象 と して きた。 しか し,ス ク リー
ニ ング仮説 が示唆す る上位の 「ラ ンク」の学校 をめざ しての学習 と投 資をふ まえ ると,中 学 ・高
校 ・大 学でのRHを 考 える ことができる。 すなわ ち,所 属す る学 内で の成績 ・順位 のRH,進 学
をめ ざす高校 ・大学の社会的評価 によるRH,塾 や予備校 での成績 ・クラスのRH等 で ある。
一方,一 般に労働者(社 会人)のRHIに つ いては,自 己の本属組織 内のRHに 対 す る もの と
して考 え られて きたが,自 己の本属組織 の外部 に もRHIの 存在を指摘す るこ とが で き る。 例 え'
ば,英 会話 や情 報処理等の各種学校 にお ける初級 。中級 ・上級 とい ったRH,学 会の評議 委員 ・
理事 ・会長 といったRH,趣 味 の書道 や囲碁の級 ・段 のRH等 で ある。 このように,自 己の本 属
組織外 に も,イ ンセ ンティブとなるべ きRHは 数多 く存在 す る。 したが って,RHIは,従 来 対
象 とされてきた範囲のみな らず,も っと広い範囲での多様 な存在 として捉え ることができ る。
そ こで,筆 者[3]はRHIの 概念を次の止つの側面か ら拡 張 し,そ れ らの組 合せに よる分類 を
表1の よ うな 「RHI拡 張モ デル」 によって行 って いる。
① 就職後 の労働者 にとってのRHIの み な らず,就 職前 の学生 ・生 徒のRHIも 対象 とす る。
② 自己の本 属組織内のRHIの みな らず,外 部 の専 門家集 団(例 え ば学会),専 門学校 ・各種
学校 の級 ・段 やスポー ツ大会での入賞等のRHIも 対象 とす る。
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表1RHI拡 張モデル[3]
















これ によ り,従 来 は 自己の本属組織への コ ミッ トメ ン トを高め ると考 え られて き たRHIが,
実 は組織 外部 に も存在 し,こ れが仕事 や学業,さ らには趣 味 に対す るコ ミッ トメ ン トを高 める と
い った新 たな視点 を提示す る ことがで きる[3]。
7.ラ ンク ヒエラルキー(RH)に 対する心理的余剰価値
ここまで述べてきたように,日 本ではスクリーニ ング仮説[7]やRHI[1]が よ く当てはま
る。そ して,こ のことが ジョブ ・ローテーションと幅広い参加的学習を促進 し,日 本の半水平的
組織特性[16]を 支えている。また,「高いランク」の魅力が激 しい受験競争 と昇進 ・昇格競争
を もたらし,そ の結果,人 的資本の理論が示す投資額を上回る投資を教育訓練に対 し行うことに
つながる。すなわち,現 在か ら将来にわたっての収益の総額の期待よりも多額の教育訓練投資を
行 うわけである。
このような人的資本投資の理論からの 「ずれ」を発生させ る要因は何であろうか?4節 では,
これが高い地位を得ること自体の心理的価値であることを示唆 した。筆者[3]は,将 来の収益
の総額 「+α 」 という意味において,こ のような心理的価値を 「ランク ・ヒエラルキーに(RH)
対する心理的余剰価値」と呼んでいる。
RHに 対する心理的余剰価値は,教 育訓練投資の中でも特に学校教育 に対する投資を大 き くす
る。さらに,自 己の本属の学校への投資以外にも,上 位の学校(高 校生であれば大学,中 学生で
あれば高校)に 合格するために塾,予 備校,家 庭教師等にも多額の費用をかけている。これらは,
スクリーニ ング仮説の示唆する 「人間の能力を高めるという本来の学校教育の目的にとって必要
な水準以上 に教育投資がなされる」 ことはもとより,そ れにより自己の能力のシグナルを社会に
送ることが将来期待される収入増加をもたらす水準以上のものにもな りうる。
人的資本投資の理論が投資および収益に関 して現在か ら将来 までを対象 とす るのと同様に,
RHに 対する心理的余剰価値 も現在から将来までを対象とする。 これは,現 在か ら将来 にわた っ
て常にRHが 心理的に介在することを意味する。例えば中学生であれば,現 在 の成績 ・順位の





以上のように,日 本では教育訓練投資,特 に学校教育への投資が必ず しも将来の収入の増加の
みを期待 してのものではな く,高 いランクを得ること自体が報酬(心 理的余剰価値)と なってい
ることをふまえれば,こ の心理的価値の分だけ教育訓練に多額の費用をかけていることが容易に
理解される。
8.RHIの 側面 か らみ た 「副」役 職 の位 置づ け
ここまでの議論 をふ まえ ると,日 本人 に とって 「高 いラ ンク」 はとて も魅力的 な存在 であ り,
これを得 るこ とが 「名誉」 そ して 「イ ンセ ンテ ィブ」 とな って,す べて に優先 され る傾 向がある
ことが わかる。 日本人 は小 さい ころか ら,受 験競争を通 してRHIを 無 意識 の うち に受 け入 れ て
いるので ある。 その結果,多 様 な存 在 と してのRHが,重 要 なイ ンセ ンテ ィブ とな って,よ り
多 くの努力を引 き出 しているよ うに見 える。
企業 におけるRHIが,そ の典型的な存在であ ることは,日 本 の半水 平 的組織 構造[16]か ら
も容易 に理解す る ことができる。 このRHIが,多 くの階層 を持 った(垂 直 的 な)形 式 的 内部組'
織 構造を必要 とす ることは前述 の通 りであるが,こ こで 「多 くの階層を持 った」が重要で ある。
なぜな ら,多 くの階層 を持つ ことが ポス ト数 を増加 させ るだけでな く,昇 進の回数を多 くするこ
とにつなが るか らで ある。 同 じポス ト数 であ って も,階 層数 が少ない場 合 に比べて,そ れ が多 い
場合 の方が一人の人間 の生涯の昇進機会 を拡大 させるのであ る。
この ことか ら,多 くの 日本企業 において 「副」役職 をおいてい る一つの要因が見えて くる。そ
れは,副 役職をお くことによって組織の階層数 が増加 する ことを意 味す る。 例えば,副 役職が存
在 しない組織で部長 まで昇進す る場合の昇進 回数 は,一 般→係長→課長→ 部長の3回 であ るが,
副役職 がおかれて いると,一 般→係長補→係長→課長補→課長→次 長→ 部長 の6回 となる。 日本
人のRH志 向 を前提 とするな らば,昇 進 のたび に大 きなイ ンセ ンテ ィブを得 る こと にな るため,
明 らかに副役職をお く方が有利であ る。 また,昇 進 が達成 された後 の次 な る目標が,よ り身近な
もの として感 じられ るはずであ る。
もちろん,副 役職はRHIの ためだけの ものではな く,日 置 ら[2]が 指 摘 してい るように,組
織 において多 くの役割 を果 た しているが,RHIが 多 くの 日本企 業 で副役 職 を おい てい る一つ の
大 きな要 因 とな ってい ることは間違いな いところで あろ う。 ただ し,こ れが 日本 のみの もの とい
うわけではな く,イ ギ リスの公的な 「長」 と 「副」 の関係 にお いて も,名 誉 やRHと い う意 味
で共通 した事例 が存 在す る点に注意す る必要が ある。 ここで指摘 しているのは,日 本 にお いてそ
れがよ り一 般的であ り,顕 著で あるということで ある。次第 では,こ の よ うなRHIを 基 礎 と し
た半水平 的組織構造 の視 点か ら,日 本企業 にお ける副役職 の存在 を説 明す るための新 たな フレー
ムワークを提示 す る。
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9.「 日本 企 業 にお ける副 役職 の 存在 フ レー ム ワー ク」 の提 案
日本人のRH志 向をふまえれば,多 くの日本企業において 「副」 役職をおいていることが ご
く自然なこととして理解 されるが,そ の一方で副役職の設置は指揮系統やコ ミュニケーションを
複雑 にし,責 任の所在を不明確にするという弊害を招 くことになる。言い換えれば,指 揮系統
コミュニケーションや責任の面で組織のあいまいさ(エ ントロピー)を 増大 させるのである。そ
のため,日 本企業では昇進から昇格へのシフ トが進 められていることは,前 述の通 りである。
このように,副 役職の設置 による弊害を認識 しているにもかかわらず,多 くの日本企業が副役
職をおいているのはなぜであろうか?日 本人のRH志 向[4]が,こ の疑問に対する回答 とな
'る
ことは確かであるが,こ れだけでは回答として不十分であろう。それは,組 織の効率性を高め
て発展 してきた日本企業が,組 織のあいまいさを受け入れるためのさらなる 「何か」がなければ,
このような役職を設置す るはずがないという考え方 を意味する。ここでは,こ の 「何か」に目を




ことがわかる。そして,緊 急の仕事や重大な トラブルが発生 した り,担 当者が出張や休暇で不在
であった りした場合,自 己の本来業務を多少犠牲に しても,そ の迅速な対応のために職務境界を
超えて協力 し合 うのである。 これにより,個 人や部門の職務境界が相対的にあいまいになってい
くわけである。 このようなあいまいさの増大は,環 境の変化や トラブルに対する迅速かつ柔軟な
対応を可能にす るという点で,日 本の組織の強みとなってお り,決 して単なる問題点ではない6
これよ り,日 本企業が組織のあいまいさを肯定的に受け入れる基盤が存在 していたことがわかる。
また,形 式的な垂直構造が,権 限委譲による水平的コーディネーションを可能にすると同時に,
RHIを 支え,副 役職設置の直接的な要因となっていることは前節で述べた通 りである。
以上のことをふまえると,図1の ような 「日本企業における副役職の存在フレームワーク」を
新たに提示することができる。副役職の設置は,形 式的内部組織構造の垂直性を増大 させるとと
もに,階 層数を増加させるため,昇 進の機会を拡大させる。これがRHIの 強化を もた らし,継
続的な学習 ・努力や自己の専門性 にこだわ らない幅広い学習へどつながり,円 滑なジョブローテー
ションを可能にするのである。 これにより,従 業員は多 くの職務 ・部門を経験することになり,
実務担当者に計画機能や意思決定機能を権限委譲 しても,局 所最適に陥 りにくくなるという効果
をもた らす。 さらに,こ のような権限委譲が,環 境 の変化や トラブルに対す る迅速かつ柔軟な
(ア ジルな)対 応を可能にするのである。












環境の変化や トラブルへのアジルな対応 く一一 権限委譲 ← 局所最適の防止
水平 構 造
図1本 研究の 「日本企業における副役職の存在フレームワーク」
① 日本におけるRH志 向の強さが組織設計の面では冗長であるはずの 「副」役職を生む。
② 日本企業における担当業務の境界のあいまいさが組織の中で 「副」役職を機能させる。
③ このような 「副」役職の存在と機能がさらにRH志 向の強 さと担当業務の境界のあいま
いさを増大させる。
これ らは,互 いに強 く関連 しており,そ の関連性が 日本の組織における副役職の存在意義を高
めると同時に,こ のような関係が基礎 となって図1の 互いに強化 し合 うサイクルが形成されるの
である。
10.日 本 のRHIに お ける昇進 の優 位性
1990年 代以降,米 国企業が リス トラクチ ャリングや リエンジニアリングによ り組織のス リム
化,フ ラット化(水 平的な組織への変革)を 行い大きな成果を上げたという成功例が,日 本にお
いて紹介され,日 本企業においてもこのような組織変革の必要性がさかんに叫ばれている。 日本
企業では,そ の半水平的組織構造により,以 前から業務プロセスに関 しては水平的であったが,
形式的には多 くの階層を持つ垂直構造となっていた。 これに対 して,リ ス トラクチャリングやリ
エンジニア リングでは,業 務 プロセスのみならず形式的内部組織構造[1]に つ いて も水平的な
構造への変革を要求するのである。これにより,日 本企業において組織のス リム化 ・フラット化
や昇進から昇格へのシフトが除々に進展 していった。




ば,昇 進 と昇格の価値の比較,あ るいは役職 と資格の価値の比較の視点である。
3節 で述べたように,昇 進 と昇格が異なる論理(組 織の論理 と人間の論理[6])に 支えられて
いることをふまえれば,本 来ね じれ現象は問題視されるべきものではない。それにもかかわらず,
多 くの組織でこれが問題視されているのは,日 本の多 くの労働者にとって昇格よ りも昇進の方が
魅力的であるからではないだろうか?そ うでなければ,昇 格のみでも十分に満足 して,昇 進 し
ないことを問題祝 しないはずである。 これは,日 本のRHIに おいて資格 よりも役職の方が価値
が高いことを意味する。
そこで,本 研究ではこのような考え方に基づき 「日本のRHIに おける昇進の優位性」を指摘
する。この 「昇進の優位性」を前提にすれば,日 本の組織における副役職の存在意義がさらに明
確なものとなる。それは,ポ ス ト不足を昇格で代替するのではRHIに とって不十分であり,副
役職を設置することによりポス ト不足 自体の解消を図らざるを得ないということである。すなわ
ち,副 役職の設置が,昇 格ではなく昇進 としてのRHIの 確保につながるのである。 また,副 役
職の存在は指揮系統やコミュニケーションを複雑にし,責 任の所在を不明確 にする,と いう問題
点が従来 より指摘されてきたにもかかわらず,現 在でも多 くの日本企業においてこの存在が確認
されることの背景に 「昇進の優位性」の心理が介在 していることが示唆される。
このような観点から副役職をみていくと,一 般にいわれているように単なる組織を複雑にする
存在ではな く,日 本の組織にとって良 く言えば 「な くてはならない もの」,悪 く言えば 「必要悪」
としての役割を担っていることが理解 されよう。
11.お わ り に
本研究では,日 本企業において リス トラクチャリングや リエ ンジニアリングによる組織のス リ
ム化,フ ラット化が進展 してい く状況下にもかかわ らず,依 然 として多 くの企業に 「副」役職が
多 く存在 している現実 に注目し,こ の現実について,RHIを 基礎 とした日本の半水平的組織構
造の視点から説明するための 「日本企業における副役職の存在 フレームワーク」を提示した。 こ
の提案フレームワークは,ス クリーニング仮説の示唆す るよ うな,日 本におけるRH志 向の強
さが,一 般に指揮系統やコミュニケーションを複雑にし責任の所在を不明確 にするといわれる
「副」役職を生み,こ れに日本企業における担当業務の境界のあいまいさが加 わって組織の中で
副役職を機能させると同時に,こ のような副役職の存在 と機能がさらにRH志 向の強さと担 当
業務の境界のあいまいさを増大 させるとするものである。 これによ り,RHIを 基礎 とした形式
的内部組織構造の垂直性と,実 務担当者への権限委譲を基礎 とした業務 プロセスの水平性とが,
互いに強化し合うサイクルを形成 していることを示唆した。
さらに,日 本における 「ね じれ現象」を問題視する姿勢に注 目し,多 くの労働者にとって昇格
よりも昇進の方が魅力的であるという 「日本のRHIに おける昇進の優位性」 を指摘 した。 そ し
て,こ のような 「昇進の優位性」'の視点か ら,ポ ス ト不足を昇格で代替するのではRHIに とつ
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て不十分であり,副 役職を設置することによりポス ト不足 自体の解消を図らざるを得ないという
「必要悪」としての副役職の存在意義を示唆した。
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